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1. はじめに
国立大学と私立大学とでは担うべき役割が異














































計算書 (以下では ｢業務実施コスト計算書｣ と
記す) がある｡ このうち, 国立大学の貸借対照
表, 損益計算書, キャッシュ・フロー計算書に
国立大学と私立大学の会計書類のすり合わせ
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書』 1998 年 4 月, p. 77｡
 新日本監査法人 (編) 『よくわかる国立大学法
人会計基準第 2 版』 白桃書房, 2004 年, p. 428｡
 国立大学法人会計基準 真実性の原則につい
て 注 1｡
 国立大学法人会計基準第 5 注 6｡
 山本清 ｢国立大学の法人化と会計システムの
課題｣ 『大学論叢』 (広島大学) 第 32 集, 2001
年, p. 155｡





み｣ と評している｡ (佐藤誠二 ｢国立大学法人の
財務問題を考える｣ 『全大教時報』 第 33 巻第 5
号, 2009 年 12 月, p. 13｡)
 日本私立大学連盟学校会計委員会 『新たな学
校法人会計基準の確立に向けて (中間報告)』
2001 年 11 月, p. 3｡
	 同報告書, pp. 3-4｡







無理があろう｣ と指摘している｡ (野中郁江 ｢私
立大学と国立大学の会計制度とその課題 大
学会計と企業会計原理 ｣ 『経済』 2003 年 12
月, pp. 131-132｡)
 会田義雄 ｢『学校法人会計基準』 を論評する｣
『会計ジャーナル』 1972 年 7 月号, pp. 14-15｡
 学校法人会計基準第 15 条｡
 学校法人会計基準第 29 条｡
 村山徳五郎 ｢学校法人会計基準の行方｣ 『JIC
PA ジャーナル』 No. 563, JUN. 2002, p. 47-8｡
また山口善久も, ｢企業会計との比較観からいえ







経理研究会, 2007 年, p.61｡)
 同稿 p. 47｡
 学校法人会計基準第 6条｡
 日本公認会計士協会学校法人委員会研究報告
第 13 号 ｢『キャッシュ・フロー計算書導入に係
る提言』 の公表について｣ 『会計・監査ジャーナ
ル』 No. 648, JUL. 2009, p. 303｡
 同報告書, p. 300｡
 日本会計研究学会スタディ・グループ 『学校
法人会計制度の基礎』 国元書房, 1973 年, pp.
27-28｡
 高橋吉之助・村山徳五郎 ｢学校法人会計基準
(案) 逐条解説｣ 『産業経理』 第 29 巻第 10 号,
1969 年 10 月, p. 80｡
 井口太郎 ｢学校法人会計の特徴｣ 井口太郎・
栗山益太郎・船津忠正・村山徳五郎・山上一夫
(編) 『私立学校会計事典』 帝国地方行政学会,
1969 年, p. 206｡
 野中郁江 ｢『独立行政法人会計基準』 批判｣
『経理知識』 第 79 号, 2000 年 9 月, p. 45｡
 亀井孝文は, ｢資金計算書は他の 2計算書に付




可避となる｣ としている｡ (亀井孝文 『公会計改
革論』 白桃書房, 2004 年, p. 2｡)
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